
平成20年度一般会計予算／歳出

（４）歳出

○歳出款別前年度比較

　平成20年度一般会計当初予算歳出総額545億円を款別（科目別）に分類すると第４表の

とおりとなります。

【第４表　歳出款別前年度比較表】

※　平成19年度当初予算額欄の数値は、平成19年6月補正後の現計予算額に基づき掲載し

　ています。

（％） （千円） （％） （千円）

増減率

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比

平成20年度 平成19年度
増減額

（％）

議　会　費 411,460 0.8 491,164 1.0 ▲ 79,704 ▲ 16.2

科目の区分

（千円）

総　務　費 10,220,434 18.8 10,617,035 21.1 ▲ 396,601 ▲ 3.7

民　生　費 12,575,016 23.1 10,616,037 21.1 1,958,979 18.5

衛　生　費 7,278,265 13.4 5,712,077 11.4 1,566,188 27.4

労　働　費 39,362 0.0 31,671 0.1 7,691 24.3

農林水産業費 1,472,868 2.7 1,432,555 2.9 40,313 2.8

商　工　費 1,498,132 2.8 1,444,460 2.9 53,672 3.7

土　木　費 7,191,678 13.2 6,637,909 13.3 553,769 8.3

消　防　費 2,799,979 5.1 2,760,754 5.5 39,225 1.4

教　育　費 6,656,794 12.2 6,010,882 12.0 645,912 10.7

災害復旧費 2,000 0.0 2,000 0.0 0 0.0

公　債　費 4,253,177 7.8 4,242,953 8.5 10,224 0.2

諸 支 出 金 835 0.0 503 0.0 332 66.0

予　備　費 100,000 0.1 100,000 0.2 0 0.0

100.0 4,400,000 8.8歳 出 合 計 54,500,000 100.0 50,100,000
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【用語解説】

　目的別・性質別の分類

○目的別経費の推移

　

　経費（歳出）を経済的性質を基準として人件費、物件費、維持補
修費、普通建設事業費などに分類することをいいます。また、この
性質別分類は、経費の構造をみるため「義務的経費」、「経常的経
費」、「投資的経費」などに区分することにより、財政の体質を分
析することができます。

名　　称

目的別分類

性質別分類

説　　　明

　経費（歳出）を行政目的によって議会費、総務費、民生費などに
分類することをいいます。各行政分野ごとの大まかな経費の比重を
知ることができます。

　歳出を目的別に分類すると、予算がどの分野にどの程度配分されているかかがわかり
ます。第９図は目的別経費の内訳、第１０図は目的別経費の推移を示しています。
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公　債　費 　地方債の元金と利息を返済するための経費。

消　防　費
　防火及び消火業務、救急及び防災業務、消防車両の整備などのた
めの経費。

そ　の　他

　商工業の振興及び観光の活性化などのための商工費。
　農林水産業の振興、家畜の防疫、農道の整備などのための農林水
産業費。
　議会の活動のための議会費。
　雇用対策などのための労働費。

総　務　費
　市役所の管理・運営、徴税や戸籍関係の事務、選挙、統計調査、
国際交流、広報、市民相談、コミュニティの推進、交通防犯などの
ための経費。

衛　生　費
　各種健康診査、予防接種、環境対策、ごみ処理施設の管理などの
ための経費。

科目の区分 説　　　明

土　木　費
　道路、橋、河川及び公園の整備、都市計画、土地区画整理などの
ための経費。

民　生　費
　年金、生活保護、障がい者の支援、各種福祉手当、児童ホーム及
び保育所の管理・運営などのための経費。

教　育　費
　小中学校、公民館、図書館、スポーツ施設や運動広場の建設、管
理及び運営、生涯学習の推進、文化財の保護などのための経費。
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○性質別経費の内訳

　人経費や扶助費などの義務的経費は215億5千万円、義務的経費に物件費、補助費等、
維持補修費を含めた広義の経常的経費全体の額では351億1千万円となっています。ま
た、普通建設事業費などの投資的経費は148億6千万円となります。

　平成20年度の一般会計当初予算歳出総額545億円を性質別に分類すると第１１図及び
第５表のとおりとなります。
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【第５表　歳出性質別前年度比較表】

※　平成19年度当初予算額の数値は、平成19年6月補正後の現計予算額に基づき掲載して

　います。

【用語解説】

　義務的経費、経常的経費、投資的経費

投資的経費
　道路、橋りょう及び公園の整備、学校建設などの支出の効果が資
本的形成に向けられる経費で、普通建設事業費、災害復旧事業費な
どが該当します。

経常的経費

　毎年継続して固定的に支出される経費で、一時的又は偶発的な行
政需要に対応して支出される経費である臨時的経費と分類されるも
のです。これには義務的経費のほかに、物件費、維持補修費、補助
費等、経常的繰出金が該当します。

名　　称 説　　　明

義務的経費
　支出が義務づけられているため任意に節減できない経費で、人件
費、扶助費、公債費が該当します。

合 計 54,500,000 100.0 50,100,000 100.0 4,400,000 8.8

11.3 ▲ 1,183,167 ▲ 20.7その他 4,534,778 8.3 5,717,945

25.4 863,147 6.8

投資的経費 14,860,430 27.3 10,655,745 21.3 4,204,685 39.5

13,559,117 24.9 12,695,970小　計

▲ 24,837 ▲ 3.4

3,326,571 6.1 2,643,698 5.3 682,873 25.8

715,555 1.3

物件費

維持補修費

補助費等

経
常
的
経
費

740,392

42.021,030,340

1.5

515,335 2.5

9,516,991 17.5 9,311,880 18.6 205,111 2.2

21,545,675 39.5

855,855 15.5

4,253,177 7.8 4,242,953 8.5 10,224 0.2

6,383,867

公債費

義
務
的
経
費

小　計

11.011.7 5,528,012扶助費

人件費

（％）

10,908,631 20.0 11,259,375 22.5 ▲ 350,744 ▲ 3.1

増減率

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比経費の区分

平成20年度 平成19年度
増減額

（千円） （％） （千円） （％） （千円）
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○性質別経費の推移

　第１２図は、性質別経費の推移を示しています。

○義務的経費の推移

　第１３図は、義務的経費（人件費、扶助費、公債費）の推移を示しています。

第12図　性質別経費の推移
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第13図　義務的経費の推移
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○経常的経費の推移

○投資的経費の推移

　第１５図は、投資的経費（普通建設事業費、災害復旧事業費）の推移を示しています。

　第１４図は、経常的経費（義務的経費、物件費、維持補修費、補助費等）の推移を示
しています。

第14図　経常的経費の推移
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第15図　投資的経費の推移
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【用語解説】

　性質別分類の内訳

名　　称 説　　　明

普通建設事業費
　道路、橋りょう、学校、公園などの整備やこれらの施設用の取得
などの資本形成のための経費。

積立金 　基金への積立金。

その他
　維持補修費（道路や施設の維持補修費）、投資、出資、貸付金な
ど。

補助費等
　他団体への運営費補助金や負担金、自動車保険の保険料、講習会
などの講師謝礼などのための経費。

繰出金
　一般会計から国民健康保険事業や下水道事業などの特別会計へ繰
り出す経費。

人件費
　職員の給与、議員及び非常勤特別職の報酬や社会保険料などのた
めの経費。

物件費
　旅費、消耗品や備品の購入、施設の清掃などの管理・運営委託
料、土地や電算機器の使用などのための経費。

公債費 　地方債の元金や利息を返済するための経費。

扶助費
　生活保護、高齢者福祉、障がい者福祉、児童福祉などのための経
費。


